
























（QKR-708-02②） 小規模多機能型居宅介護（介護予防）

別紙「利用料金表」

６．料金

（１）利用料金

　１）介護保険自己負担分の料金（月額料金）

　　　介護保険からの給付サービスを利用する場合は、原則として下記利用料金の通り、「介護保険負担割合証」

　　　に記された自己負担額に応じた金額をお支払していただくことになります。

地域単価 円

※

　 

※

　２）加算

　　　実施した場合や、事業所が加算等適用となる場合に料金が発生します。

1割負担額

6,931円

44円

87円

若年性認知症利用者受入加算　※2 4,873円

サービス提供体制強化加算Ⅲ  ※12

生活機能向上連携加算Ⅰ※4

生活機能向上連携加算Ⅱ※5

44円科学的介護推進体制加算 ※7

サービス提供体制強化加算Ⅱ  ※11

1回につき

433円

1,300円

2,166円

総合マネジメント体制強化加算Ⅰ  ※3

3,737円 7,473円

介護保険適用の自己負担額

11,209円

22,652円75,506円

3割負担額

98円

1月につき

項目

初期加算  ※1

利用料金

1日につき

2割負担額

65円33円

488円 1,462円

≪ 利 用 料 金 表 ≫

要介護度

介護予防
小規模多機能型

居宅介護費

37,363円

（1月につき）

介護保険適用の自己負担額

1割負担額

10.83

要支援１

15,102円要支援２ 7,551円

利用料金
2割負担額 3割負担額

2024年度介護報酬単位数より

サービス提供体制強化加算Ⅰ  ※10

生産性向上推進体制加算Ⅱ　※9

109円

総合マネジメント体制強化加算Ⅱ　※3

生産性向上推進体制加算Ⅰ　※8 1,083円

867円

1,137円

217円 325円

22円 33円

1,625円

109円

108円 11円

379円

2,437円

22円

813円

口腔・栄養スクリーニング加算　※6

434円

130円

650円

1月につき

1月につき

1月につき

694円

324円

1月につき

1月につき

975円

2,600円

217円

12,996円

1,083円

65円

8,122円

2,080円

3,790円 758円

3,899円

216円

325円

217円

1,387円

8,664円 1,733円 2,600円

月途中で登録または登録を解除した場合は、日割りにより算定します。
また、登録とは、通い・訪問・宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始する事を指します。
月ごとの包括料金ですので、契約者の体調不良や状態の変化等により介護予防小規模多機能型居宅
介護計画に定めた期日よりも利用が少なかった場合、または介護予防小規模多機能型居宅介護計画
に定めた期日よりも多かった場合であっても、日割りでの割引または増額は致しません。
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（QKR-708-02②） 小規模多機能型居宅介護（介護予防）

※2024年６月以降（以下のいずれかひとつ）

円

円

円

円

※1

※2 若年性認知症利用者を受け入れ、個別に担当者を定めて特性やニーズに応じたサービスを提供した場合に算定します。

※3 地域における活動への参加の機会を確保している等の要件をみたしている事業所が対象です。

※4 外部のリハビリテーション専門職と連携し、助言を基に生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画

を作成し、計画に基づきサービスを提供した初回の当該指定小規模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に

算定します。

※5 外部のリハビリテーション専門職が利用者宅を訪問し、身体状況等の評価を共同して行った場合に算定します。

※6 利用開始時及び利用中６か月ごとに口腔の健康状態または栄養状態について確認を行い、当該利用者の口腔の

健康状態または栄養状態に係る情報を介護支援専門員に情報を提供している事業所が対象です。

※7 入居者ごとの心身の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、サービス提供にあたって必要な情報を活用して

いる事業所が対象です。

※8 介護福祉士が７０%以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※9 介護福祉士が５０%以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※10 介護福祉士が４０%以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※11 全ての介護職員の処遇改善に取り組んでいるとして届出を行っている事業所が対象です。

※12

　３）介護保険適用外事項の料金

朝： 円 昼： 円　 夜： 円

円 （1泊につき）

　 おむつ代 円 円

リハビリパンツ 円 円

　４）その他実費の負担

① 医療機関等における受診に伴う医療費、お薬代等

② 趣味活動・行事費（趣味活動や行事参加に必要な材料費・交通費・入場料等）

③ 利用者およびその家族の依頼により記録を複写した際に係る経費（10円/枚（税込））

④ その他、利用者のために必要な実費

尿とりパット(大) 70

520

（地域区分）を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

介護職員等処遇改善加算Ⅱ

基本サービス費（介護予防小規模多機能型居宅介護費）に各種

■
加算減算を加えた総単位数に、サービス別加算率14.6％を乗じた

オムツ代
尿とりパット(小)

宿泊費

利用開始日から30日以内は、1日あたりの加算となります。

介護職員及び他の職員の処遇改善に取り組んでいるとして届出を行っている事業所が対象です。

2600

50

100

120

項目 料　　金　（税込）

400 630食費

基本サービス費（介護予防小規模多機能型居宅介護費）に各種

加算減算を加えた総単位数に、サービス別加算率14.9％を乗じた

単位数に単位数単価　 10.83
□

＜以下減算について＞

◆ 事業所が身体拘束廃止のための措置を講じていない場合に、基本報酬の1％減算になります。

◆ 事業所が虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じていない場合に、基本報酬の1％減算になります。

◆ 事業所が感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できるようにするための、業務継続計画が未策定の

　　場合は基本報酬の1%減算になります。

介護職員等処遇改善加算Ⅲ
※

基本サービス費（介護予防小規模多機能型居宅介護費）に各種

□
加算減算を加えた総単位数に、サービス別加算率13.4％を乗じた

単位数に単位数単価　 10.83

（地域区分）を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

基本サービス費（介護予防小規模多機能型居宅介護費）に各種

加算減算を加えた総単位数に、サービス別加算率10.6％を乗じた

単位数に単位数単価　 10.83

（地域区分）を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

介護職員等処遇改善加算Ⅳ
□

単位数に単位数単価　 10.83

（地域区分）を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

介護職員等処遇改善加算Ⅰ
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（QKR-708-02①） 小規模多機能型居宅介護

別紙「利用料金表」
６．料金

（１）利用料金

　１）介護保険自己負担分の料金（月額料金）

　　　介護保険からの給付サービスを利用する場合は、原則として下記利用料金の通り、「介護保険負担割合証」

　　　に記された自己負担額に応じた金額をお支払していただくことになります。

地域単価 円

※

　 　　

※

　　　 

　　　

　２）加算

　　　実施した場合や、事業所が加算等適用となる場合に料金が発生します。

2024年度介護報酬単位数より10.83

759円 1,517円

1,950円

1,300円 2,600円

88,402円

3割負担額

1,993円

（1月につき）

324円1日につき

2割負担額

月途中で登録または登録を解除した場合は、日割りにより算定します。

また、登録とは、通い・訪問・宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始する事を指します。

月ごとの包括料金ですので、契約者の体調不良や状態の変化等により小規模多機能型居宅介護計画に

定めた期日よりも利用が少なかった場合、または小規模多機能型居宅介護計画に定めた期日よりも

多かった場合であっても、日割りでの割引または増額は致しません。

認知症加算Ⅲ　※2

認知症加算Ⅳ　※2

8,230円 823円 1,646円

65円

9,747円

7,581円

867円

208円

1,040円 1,560円

216円

2,166円

139円

3,899円

3,249円

5,198円

1,733円

520円

2,925円

2,892円

98円

8,664円

2,469円

4,981円 499円 997円 1,495円

997円 2,989円

1,928円

2,600円

975円

693円

10,830円

12,996円総合マネジメント体制強化加算Ⅰ  ※9

訪問体制強化加算  ※8

看取り連携体制加算  ※7

生活機能向上連携加算Ⅱ　※11

口腔・栄養スクリーニング加算　※12

2,166円

44円

1,083円 109円 217円

看護職員配置加算Ⅱ  ※5

650円

22円 65円

総合マネジメント体制強化加算Ⅱ　※9 8,664円 867円 1,733円 2,600円

217円 434円

生活機能向上連携加算Ⅰ　※10

70円

1,083円

53,451円

1割負担額

認知症加算Ⅰ  ※2

認知症加算Ⅱ  ※2

267,251円

要介護２

294,673円

要介護４

初期加算  ※1

16,646円

24,215円

26,726円

964円

項目 利用料金

1月につき

介護保険適用の自己負担額

33円

2,275円

9,963円

9,638円

若年性認知症利用者受入加算　※3

看護職員配置加算Ⅰ  ※4

看護職員配置加算Ⅲ  ※6

≪ 利 用 料 金 表 ≫

要介護度 利用料金
1割負担額 2割負担額

要介護５

113,260円

166,457円

242,147円要介護３

小規模多機能型
居宅介護費

要介護１

3割負担額

介護保険適用の自己負担額

11,326円 33,978円22,652円

49,938円

72,645円

80,176円

29,468円

33,292円

48,430円

58,935円

1日につき

1月につき

1回につき
(6月に1回を限

度）

325円
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（QKR-708-02①） 小規模多機能型居宅介護

※2024年６月以降（以下のいずれかひとつ）

円

円

円

円

◆ 事業所が身体拘束廃止のための措置を講じていない場合に、基本報酬の1％減算になります。

＜以下減算について＞

◆ 事業所が虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じていない場合に、基本報酬の1％減算になります。

◆ 事業所が感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できるようにするための、業務継続計画が未策定の

　　場合は基本報酬の1%減算になります。

介護職員等処遇改善加算Ⅰ
※19

□

介護職員等処遇改善加算Ⅳ
※19

□

介護職員等処遇改善加算Ⅲ
※19

基本サービス費（小規模多機能型居宅介護費）に各種加算

□
減算を加えた総単位数に、サービス別加算率13.4％を乗じた

単位数に単位数単価　 10.83

単位数に単位数単価　 10.83 （地域区分）

（地域区分）

市町村独自加算 1月につき 2,166円～10,830円 217円～1,083円 434円～2,166円 651円～3,249円

を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

介護職員等処遇改善加算Ⅱ
※19

基本サービス費（小規模多機能型居宅介護費）に各種加算

■
減算を加えた総単位数に、サービス別加算率14.6％を乗じた

単位数に単位数単価　 10.83 （地域区分）

を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

（地域区分）

を乗じた金額（全ての利用者が対象になります。）

基本サービス費（小規模多機能型居宅介護費）に各種加算

減算を加えた総単位数に、サービス別加算率10.6％を乗じた

単位数に単位数単価　 10.83

8,122円

6,931円

科学的介護推進体制加算 ※13

サービス提供体制強化加算Ⅰ ※16

325円

108円 11円 22円 33円

1月につき

基本サービス費（小規模多機能型居宅介護費）に各種加算

減算を加えた総単位数に、サービス別加算率14.9％を乗じた

1,387円

130円

2,080円1月につきサービス提供体制強化加算Ⅱ  ※17

433円

379円 758円サービス提供体制強化加算Ⅲ  ※18

694円

1,625円813円

44円 87円

109円 217円生産性向上推進体制加算Ⅰ　※14

生産性向上推進体制加算Ⅱ　※15

1,083円

3,790円 1,137円

2,437円
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（QKR-708-02①） 小規模多機能型居宅介護

※1 利用開始日から３０日以内は、１日あたりの加算となります。

※2 要介護度、日常生活自立度により料金が発生する場合があります。

※3 若年性認知症利用者を受け入れ、個別に担当者を定めて特性やニーズに応じたサービスを提供した場合に算定します。

※4 常勤の看護師１名以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※5 常勤の准看護師１名以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※6 看護職員を常勤換算方法で１名以上配置している等の要件を満たしている事業所が対象です。

※7 常勤の看護師を1名以上配置し、２４時間連絡体制を確保している等の要件を満たしている事業所が対象です。

※8 訪問サービスを担当する常勤職員を２名以上配置している等の要件を満たしている事業所が対象です。

※9 地域における活動への参加の機会を確保している等の要件を満たしている事業所が対象です。

※10 見守り機器等のテクノロジーを1つ以上導入し、生産性向上ガイドラインに基づいた業務改善を継続的に行うとともに、

一定期間ごとに業務改善の取組による効果を示すデータ提供を行った場合に算定します。

※11 上記※3の要件を満たし、提出したデータにより業務改善の取組による成果が確認された上で、見守り機器等の

テクノロジーを複数導入し、職員間の適切な役割分担の取組等を行った場合に算定します。

※12 外部のリハビリテーション専門職と連携し、助言を基に生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画

を作成し、計画に基づきサービスを提供した初回の当該指定小規模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に

算定します。

※13 外部のリハビリテーション専門職が利用者宅を訪問し、身体状況等の評価を共同して行った場合に

算定します。

※14 利用開始時及び利用中６か月ごとに口腔の健康状態または栄養状態について確認を行い、当該利用者の口腔の

健康状態または栄養状態に係る情報を介護支援専門員に情報を提供している事業所が対象です。

※15 入居者ごとの心身の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、サービス提供にあたって必要な情報を活用して

いる事業所が対象です。

※16 介護福祉士が７０%以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※17 介護福祉士が５０%以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※18 介護福祉士が４０%以上配置されている等の要件を満たしている事業所が対象です。

※19

　３）介護保険適用外事項の料金

朝： 円 昼： 円　 夜： 円

円 （1泊につき）

　 おむつ代 円 円

リハビリパンツ 円 円

　４）その他実費の負担

① 医療機関等における受診に伴う医療費、お薬代等

② 趣味活動・行事費（趣味活動や行事参加に必要な材料費・交通費・入場料等）

③ 利用者およびその家族の依頼により記録を複写した際に係る経費（10円/枚（税込））

④ その他、利用者のために必要な実費

尿とりパット(大) 70

尿とりパット(小)

介護職員及び他の職員の処遇改善に取り組んでいるとして届出を行っている事業所が対象です。

630400

50

料　　金　（税込）

食費 520

項目

100

120
オムツ代

宿泊費 2600
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